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総 務 課 

防 災 対 策 課 

契 約 検 査 課 

情 報 政 策 課 

 

  



 



最終目標

0 0

納税者　審査申出者

不服申立てのあった固定資産評価額が適正であるかを審査
します。

意図
（どのように）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 0 0 0

実績値

施 策

政 策

根拠法令

予算 徴税費
徴税総務費
固定資産評価審査委員会経費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業
地方税法　石岡市固定資産評価審査委員会条
例

総務課

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

財
源
区
分

0 0 0

204 0 48 176 0 0

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

0

204

0 0 0

0 0

0 0 0 0

0

0

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

固定資産税価格に係る行政事
件訴訟等件数

委員会の決定が，適正かつ公平な決定を求められて
いるため，固定資産税価格に係る行政事件訴訟等件
数を指標等とした。

件 令和３年度

担当部

　法令に基づき，審査の申出の審査を適正に行っていきます。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

件 0審査申出件数 年度内に審査申出があった件数

固定資産評価審査委員会経費
会計 一般会計
款 総務費

01

事業名

　地方税法の定めるところにより,固定資産税台帳に登録された価格について不服がある
納税者からの審査申し出を受け,審査決定します。

　不服申立ての内容が年々複雑化，高度化しているため，委員及び書記においても固定
資産の評価に関する高度な専門知識が必要となってきています。

事業の概要

事業全体としての課題

積極的な情報発信と対話の充実

顧客
（誰を）

予 算 額 計 266242

事業の成果と今後の方向性

84.30% 0.00% 19.83% 66.17% 0.00% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計

0

0

0

0

242 242 266 266

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

48 176 0 0

1



最終目標

財
源
区
分

744

0

734 604

0 0

0

0

0

734 604 0

0 0

0771

0

一般管理費
庶務事務費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業
地方自治法

　地方自治法第122条に基づき「事務に関する説明書」を市議会（第１回定例会）に提出
しています。  法律顧問弁護士を設置し，市の行政事務全般に係る法的トラブル回避の
ための相談や法的な疑義の解釈及び解決方法などの助言を得て，迅速かつ適切な問題解
決を行い，市民に信頼される行政運営に当たります。

　庁内各課が適時弁護士相談できるように，円滑な取次ぎを行うこと。

事業の概要

事業全体としての課題

積極的な情報発信と対話の充実
意図

（どのように）
施 策

政 策

根拠法令

744

0

担当部

総務課

庶務事務費
会計 一般会計
款 総務費

総務管理費

令和３年度

市議会議員　市職員

「事務に関する説明書」を作成し市議会への提出するほか，
弁護士と法律顧問契約を締結しています。

01

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

予算

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

顧客
（誰を）

0

0 0

0 0

国 庫 支 出 金 0 0 0

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

0 0

過年度
（決算額）

0

798 554

100.00% 92.51% 91.06% 91.98% 83.43% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計 753

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

顧問弁護士に相談した結果，
法律上の疑義が解消した割合

顧問弁護士に相談した結果，法律上の疑義が解消し
た割合を指標等に設定した。

％

事業名

「事務に関する説明書」を引き続き作成し，周知を図っていきます。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

回 1

回 40

事務に関する説明書の発行 地方自治法に基づき，市議会へ提出する説明書

弁護士への相談件数 相談方法は，弁護士事務所での対面，文書等で相談している。

事業の成果と今後の方向性

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 100 100 100

実績値 100 100

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 0 0 0

771 753

予 算 額 計 724771 814 817

2



最終目標

0 0

国 庫 支 出 金 0 0

県 支 出 金

石岡市情報公開条例　石岡市個人情報保護条
例

何人も

市民の市政への参加推進及び個人の権利・利益の保護
意図

（どのように）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 0 0 0

実績値

事務管理経費
会計 一般会計

0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

財
源
区
分

0 0 0

29 33 33 33 33 0

現年度
（予算額）

61 62

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

不服申立率 不服申立件数／（公開＋部分公開＋非公開） ％ 令和３年度

担当部

総務課

将来年度
（予測額）

施 策

政 策

根拠法令

予算 総務管理費
一般管理費
事務管理経費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業

地 方 債

そ の 他

33 33 33 029

0 0 0

0 0 0

0

0

0

0 0

0

事業の成果と今後の方向性

46.77% 53.23% 53.23% 54.10% 54.10% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計

0

0

0

33

　法令等に基づき，情報公開等の制度運用を適切に進めていきます。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

件 17

件 10

情報公開公開件数 情報公開の請求件数

個人情報開示件数 個人情報開示の請求件数

款 総務費

01

事業名

　行政情報の公開及び個人情報の取扱いに関する基本事項に基づき，市民の市政への参
加を推進するとともに，個人の権利・利益を保護します。  情報公開審査会及び個人情
報保護審査会を開催（諮問）します。

　市が保有する情報や自己情報の取扱いについての関心の高まりに対し適切に対応する
こと。行政情報の公開及び個人情報の取り扱いに関する基本的事項に基づき，市民の市
政への参加を推進するともに，個人の利権・利益を保護し，市政に対する市民の理解と
信頼を高める。

事業の概要

事業全体としての課題

積極的な情報発信と対話の充実

顧客
（誰を）

予 算 額 計 6162 62 62

3



0 0

事 業 計 画

最終目標

財
源
区
分

13,434

0

13,134 12,536

13,434 13,134 12,536 0

00 0

0 0

0 0

担当部

総務課

文書管理事務費
会計 一般会計
款 総務費

総務管理費

令和３年度

市民　市職員等

文書の適正管理により事務の効率化を図り，市民への情報
提供及び情報公開を推進します。

01

0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

平成27年度 平成28年度 平成29年度

文書広報費
文書管理事務費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業

事業名

　公文書管理法の趣旨にのっとり，地方公共団体において適正な公文書管理を行うこと
が求められていることから，全職員が制度の理解を深め，公文書管理を通じた適正な事
務遂行や，事務の効率化を図るとともに，当該公文書の公開や歴史的価値に基づいた保
存に資する管理体制の構築を図ります。  職員研修（講義及び実地研修）のほか，保存
年限等について文書管理規程の見直しを図ります。

①公文書を管理するうえでの収納不足（新庁舎における物品収納スペース確保）
②文書管理規程で定める文書管理手法である文書ファイリングシステムの実務に習熟し
ている職員が少なく，全職員が一丸となって取り組むことが必要であること。
③新庁舎移転後の文書管理の適正化を推進し，文書の逸失や個人情報等の漏えいを防ぐ
こと。

事業の概要

事業全体としての課題

積極的な情報発信と対話の充実

顧客
（誰を）

意図
（どのように）

施 策

政 策

根拠法令

予算

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

石岡市文書管理規程　公文書等の管理に関す
る法律

国 庫 支 出 金 0 0

13,851 13,716 13,036

88.77% 98.55% 96.99% 95.76% 92.05% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計 12,789

予 算 額 計 13,61911,224 12,977

09,964

0 0 0

0

0

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

実地研修件数 全課実施 件

　法令等に基づき，公文書の適切な管理に取組んでいきます。

見直し年度（目標年度）

令和元年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

回 12例規集データ更新回数 年度内における，例規集データの更新をした回数

事業の成果と今後の方向性

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 72 28 28

実績値 72 27

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 0 0 0

9,964 12,789

4



最終目標

89.5 93.8

国 庫 支 出 金 0 0

県 支 出 金

市職員

高い能力，スキルを持ち，これらを最大限に活かして仕事
に取り組む職員を育成します。

意図
（どのように）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 100 100 100

実績値

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

研修復命で掲げた目標の達成
率

研修復命で掲げた目標を「ある程度以上達成した
人」の割合

％ 令和３年度

0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

財
源
区
分

398 132 0

4,884 5,036 5,631 6,000 5,050 0

現年度
（予算額）

8,372 8,629

令和２年度 令和３年度

担当部

総務課

将来年度
（予測額）

施 策

政 策

根拠法令

予算 総務管理費
一般管理費
職員研修経費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業

職員研修経費
会計 一般会計

地方公務員法

　平成28年度より研修の効果を高めるために研修復命書とあわせて，研修をどのように活用したいか目
標設定を立ててもらうことや研修後のフォローアップアンケートを行っており，研修受講した後の業務
の活用についての意識が向上しています。今後も研修内容を日頃の業務に活かす取組を行います。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

人 132

人 54

人 1,508

階層別研修（1部～3部）
新任から在職5年以上の中級職員で階級等に基づいた基本研修で
す。

地 方 債

そ の 他

5,749 6,398 5,182 05,182

0 0 0

118

0

298 146

事業の成果と今後の方向性

81.98% 80.69% 82.68% 76.42% 61.93% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計

0

0

0

5,182

0 0 000

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度

階層別研修（４部～新任部
長）

主幹・主任級・新任係長・新任課長補佐・新任課長・新任部長級
の基本研修です。

一般研修 地公法に基づき必要な制度理解，能力向上のための研修です。

款 総務費

07

事業名

　第２次石岡市行財政改革大綱の実施計画における施策として人材育成システムの構築
を位置付け，計画的な人材の育成に努めます。 職員研修を通して職員の経営感覚を養
い，事業の実施，検討に当たっては，自ら変革に取り組む意識付けの取り組みを図りま
す。人材育成の観点から，職員の能力開発に管理職の果たす役割及び与える影響は非常
に大きいことから，その意識改革の取組みを図ります。

　地方分権が進み，課題を解決し施策を展開する人材を育成する必要があります。高度
化，多様化する公共サービスへのニーズに対応するため，専門職に限らず，一般職にお
いても幅広い知識が求められています。これらの点を踏まえて，「市民生活の向上」を
目指し，研修の充実や職員の意識改革を行うなど，チャレンジ精神あふれる人材の育成
を図る仕組みづくりが課題です。

事業の概要

事業全体としての課題

人材育成の強化

顧客
（誰を）

予 算 額 計 8,3676,321 6,422 6,953

5



0 0

事 業 計 画

最終目標

財
源
区
分

5,643

0

5,541 5,010

5,643 5,541 5,010 0

00 0

0 0

0 0

担当部

総務課

職員福利厚生費
会計 一般会計
款 総務費

総務管理費

令和３年度

市職員

職員の心と身体の健康維持を図ることで，公務能率の向上
を目指します。

07

0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

平成27年度 平成28年度 平成29年度

一般管理費
職員福利厚生費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業

事業名

　労働安全衛生法に基づく職員の健康診断や人間ドック受診費用の一部負担などを通し
て，職員の健康管理，福利厚生及び労働安全衛生管理を行います。また，平成27年度よ
り労働安全衛生法の改正により常時使用する労働者に対して，心理的な負担の程度を把
握するための検査（ストレスチェック）を実施しています。

　大半の職員が健康診断を実施していますが，更なる受診率の向上や健康意識の向上が
必要となっています。職員の業務負担増や職場環境の変化等により，メンタルヘルスへ
の対応が重要となっています。

事業の概要

事業全体としての課題

人材育成の強化

顧客
（誰を）

意図
（どのように）

施 策

政 策

根拠法令

予算

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

地方公務員法，労働安全衛生法

国 庫 支 出 金 0 0

7,754 7,593 6,585

72.62% 75.79% 72.78% 72.98% 71.38% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計 4,831

予 算 額 計 7,0196,334 6,374

04,600

0 0 0

0

0

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

職員健康診断状況
毎年休職者等がいることから全職員の受診は難しい
ところではありますが，病気の予防や早期発見の観
点から受診率のアップに努めます。

％

　職員の健診受診率の100％を目標とする一方で，要精密検査の該当職員や健康指導が必要な職員への
フォロー体制の充実やメンタルヘルス対策を強化していく必要があります。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

人 608職員健康診断受診者 法令の規定により年１回の健診が必要となっています。

事業の成果と今後の方向性

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 100 100 100

実績値 92.6 93.4

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 0 0 0

4,600 4,831

6



最終目標

0 0

国 庫 支 出 金 0 0

県 支 出 金

全有権者

法令，政令に基づき，市が処理する選挙に関する事務等を
管理します。

意図
（どのように）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 0 0 0

実績値

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

選挙人名簿登録の異議申出件
数

選挙人名簿登録要件にあって，適正に事務手続をし
ていれば，異議申出件数がないことが望ましい。

件 令和３年度

0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

財
源
区
分

0 0 0

358 300 377 380 407 0

現年度
（予算額）

437 436

令和２年度 令和３年度

担当部

総務課

将来年度
（予測額）

施 策

政 策

根拠法令

予算 選挙費
選挙管理委員会費
選挙管理委員会経費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業

選挙管理委員会経費
会計 一般会計

地方自治法　公職選挙法　検察審査会法　裁
判員の参加する刑事裁判に関する法律

　選挙人名簿に係る事務を適正に行うため，継続して事業を実施していきます。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

回 4選挙管理委員会の開催
６月・９月・12月・３月に選挙人名簿の定時登録等を行っていま
す。

地 方 債

そ の 他

381 383 407 0362

0 0 0

0

0

0 0

事業の成果と今後の方向性

82.27% 68.41% 80.55% 87.64% 93.14% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計

0

0

0

301

1 3 044

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度

款 総務費

08

事業名

　関係法令に基づき，選挙管理委員会において議案審議，告示，名簿調整事務等を行
い，選挙事務を適正に管理します。検察審査員候補者及び裁判員の選定事務並びに国民
投票制度の投票人名簿の調整を行います。

　法令に基づいた適正な事務の執行
　18歳選挙権運用に向けた啓発

事業の概要

事業全体としての課題

行財政改革の推進

顧客
（誰を）

予 算 額 計 437440 440 473

7



0 0

事 業 計 画

最終目標

財
源
区
分

0

0

0 0

0 0 0 0

00 0

0 0

0 0

担当部

総務課

政治倫理審査会経費
会計 一般会計
款 総務費

総務管理費

令和３年度

市長　副市長　教育長　議員

政治倫理基準，工事等の契約に関する遵守事項を定め遵守
することで，政治倫理の確立を図る。

08

0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

平成27年度 平成28年度 平成29年度

一般管理費
政治倫理審査会経費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業

事業名

　市長，副市長，教育長及び市議会議員の政治倫理基準や工事等の契約に関する遵守事
項を定め，政治倫理基準，遵守事項の違反に関して調査するための，政治倫理審査会を
設置します。  選挙権を有する者２００人以上の連署により，市民は条例に違反する疑
いのあるときは，市長，議長に調査を請求することができます。

　地方自治法に規定されている兼業禁止についても，憲法上保障された参政権，職業選
択の自由を制約するものであることから，その運用は慎重になされるべきであると解さ
れています。地方自治法以上の制約を条例で行うことについては，更に慎重な検討が必
要であるとの見方があります。

事業の概要

事業全体としての課題

行財政改革の推進

顧客
（誰を）

意図
（どのように）

施 策

政 策

根拠法令

予算

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

石岡市政治倫理条例

国 庫 支 出 金 0 0

61 61 61

0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計 0

予 算 額 計 6161 61

00

0 0 0

0

0

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

政治倫理基準の違反件数
任期中の政治倫理基準等の違反件数がないことを指
標等として設定した。

回

　法令等に基づき，適正な制度の運用に当たります。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

回 0
市民の調査請求権による政
治審査会開催回数

政治倫理基準，遵守事項違反による政治倫理審査会が開催件数を
指標とした。

事業の成果と今後の方向性

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 0 0 0

実績値 0 0

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 0 0 0

0 0

8



最終目標

0 0

国 庫 支 出 金 0 0

県 支 出 金

市　一般市民　一部事務組合

万が一事故が発生した場合，賠償金又は補償金を支払いま
す。

意図
（どのように）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 0 0 0

実績値

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

損害賠償請求訴訟件数
万一事故が起きた場合でも，適正な対応をし，訴訟
まで至らず解決されることが望まれます。

件 令和３年度

0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

財
源
区
分

0 0 0

1,462 1,450 1,654 1,635 1,616 0

現年度
（予算額）

1,664 1,612

令和２年度 令和３年度

担当部

総務課

将来年度
（予測額）

施 策

政 策

根拠法令

予算 総務管理費
諸費
市民総合災害補償事業

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業

市民総合災害補償事業
会計 一般会計

石岡市市民総合災害補償規則

　市民が万が一の事故等に対応するため，引き続き事業を継続してしていきます。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

件 0損害賠償請求訴訟件数
万が一事故が発生した場合，適正な対応をし，訴訟まで至らず解
決されることが望まれます。

地 方 債

そ の 他

1,654 1,635 1,616 01,462

0 0 0

0

0

0 0

事業の成果と今後の方向性

98.38% 98.84% 99.40% 98.26% 98.36% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計

0

0

0

1,450

0 0 000

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度

款 総務費

08

事業名

　偶然の事故による賠償責任によって市が被る損害及び市の行事等での事故について，
補償金（見舞金）を支払います。  公金の輸送及び保管における偶然の事故に対する損
害を補てんします。

　万が一事故が発生した場合, 迅速かつ適切に対応することが求められます。

事業の概要

事業全体としての課題

行財政改革の推進

顧客
（誰を）

予 算 額 計 1,6431,486 1,467 1,664

9



0 0

事 業 計 画

住居表示変更証明書の交付
件数

住居表示変更証明書の請求により交付

最終目標

財
源
区
分

191

2

363 168

189 361 168 0

00 0

0 0

0 0

担当部

総務課

町界町名整理事業
会計 一般会計
款 総務費

総務管理費

令和元年度

土地・建物所有者

土地と建物の場所を特定しやすくします。08

0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

平成27年度 平成28年度 平成29年度

町界町名推進費
町界町名整理事業

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業

事業名

　住居表示及び町界町名の実施により，土地や建物（住所）等を特定しやすくします。
具体的には,住所の設定,証明書の発行及び照会対応等を行います。
　従来の紙ベースの住居表示台帳をシステム化し，住居表示台帳を恒久的に管理できる
ようにするとともに，新規届出に基づく住居番号の付番作業や情報公開の対応を正確か
つ効率化します。

　事業実施前は，郵便物や来訪者，緊急車両等の到着が困難な場合もありましたが，事
業実施後はそうした問題が解消されてきました。
　新たに住居表示等を実施する場合は，地元住民の理解と協力を得ながら進めていく必
要があります。

事業の概要

事業全体としての課題

行財政改革の推進

顧客
（誰を）

意図
（どのように）

施 策

政 策

根拠法令

予算

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

住居表示に関する法律　地方自治法

国 庫 支 出 金 0 0

305 747 335

33.33% 69.44% 62.62% 48.59% 22.46% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計 25

予 算 額 計 74836 36

012

0 0 0

0

0

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

新築建物等の住居番号の設定
及びプレートの交付誤り

新築建物等の住居番号の設定及びプレートの交付誤
り

件

　引き続き制度の適正な管理及び運用に当たっていきます。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

件 113

件 52

新築建物に係る住居表示用
プレートの交付件数

新築建物等の住居番号の設定及びプレートの交付

事業の成果と今後の方向性

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 0 0 0

実績値 0 0

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 2 0 0

12 25

10



最終目標

47.8 48.65

国 庫 支 出 金 0 0

県 支 出 金

選挙の有権者及び将来の有権者

選挙の投票に来てもらえるように促します。
意図

（どのように）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 60.91 54.39 54.19

実績値

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

前回同選挙の投票率１％上昇 前回同選挙の投票率１％上昇 ％ 令和元年度

0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

財
源
区
分

0 0 0

105 165 136 153 151 0

現年度
（予算額）

175 175

令和２年度 令和３年度

担当部

総務課

将来年度
（予測額）

施 策

政 策

根拠法令

予算 選挙費
選挙啓発費
啓発事業費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業

啓発事業費
会計 一般会計

公職選挙法

　投票率向上のため，選挙時における臨時啓発活動のほか，常時啓発活動に取り組んでいきます。

見直し年度（目標年度）

令和元年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

人 477

回 1

人 165

「５年未来」選挙メッセー
ジ葉書募集

中学３年生を対象に，成人した自分に向けてのメッセージを募集
します。

地 方 債

そ の 他

136 153 151 0105

0 0 0

0

0

0 0

事業の成果と今後の方向性

60.00% 94.29% 77.71% 87.43% 86.29% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計

0

0

0

165

0 0 000

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度

啓発パンフレット成人式時
配布

成人式に選挙啓発パンフレットを新有権者に配布

選挙啓発ポスター募集 選挙ポスターを募集し，選挙に対して関心を持っていただく。

款 総務費

08

事業名

　有権者の選挙への意識を高めるため，選挙啓発時の臨時啓発に加え，普段から継続し
て行う常時啓発を実施します。
　また，選挙権年齢を18歳以上に引き下げる「公職選挙法等の一部を改正する法律」
（18歳選挙権法）が施行されたことに伴い，若年層への主権者教育の拡充と積極的な啓
発活動を実施します。

　本市の投票率は，県平均を上回るものの依然として低い状況であるため，政治関心が
低い若年層を中心とした選挙啓発や，政治参加の意識を高める主権者教育の充実を図る
必要があります。

事業の概要

事業全体としての課題

行財政改革の推進

顧客
（誰を）

予 算 額 計 175175 175 175

11



0 0

事 業 計 画

最終目標

財
源
区
分

4,539

1,144

8,733 3,994

3,395 7,571 2,834 0

00 0

0 0

541 811

担当部

総務課

人事管理経費
会計 一般会計
款 総務費

総務管理費

令和３年度

市職員，臨時，嘱託職員などの非常勤特別職職員

職員が自らの能力を十分に発揮し，モチベーションの高い
組織運営を目指します。

08

0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

平成27年度 平成28年度 平成29年度

一般管理費
人事管理経費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業

事業名

　長期的な視野に立った職員採用を行い，定員の管理に努めます。また，人事評価制度
等により昇任昇格や適材適所の人事を行います。

　市民サービスの質を維持，向上させることが可能な必要最低限の職員数を見極めなが
ら，職員の配置及び年齢構成の偏りに配慮した職員採用を行い，定員の管理に努める必
要があります。 また，人事評価制度を確立させるため，人材育成に繋げる制度の構築が
必要となっています。

事業の概要

事業全体としての課題

行財政改革の推進

顧客
（誰を）

意図
（どのように）

施 策

政 策

根拠法令

予算

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

地方公務員法

国 庫 支 出 金 0 0

7,561 12,842 8,549

54.59% 81.02% 60.03% 68.00% 40.28% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計 811

予 算 額 計 9,915991 1,001

0541

0 0 0

0

0

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

職員数（効率的・効果的な行
政運営の推進）

市民サービスの質を維持，向上させることが可能な
必要最小限の職員数を見極めながら，定員の管理に
努めます。

人

　平成24年度から本格運用を行っている人事評価制度について，さらなる効果をあげるために今後，賞
与や定期昇給以外の職員の処遇への反映や制度を通じた人材の育成を推進します。また，石岡市職員定
員管理計画に基づく職員数の管理を行います。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

人 27新任職員の採用 適正な定員管理に努めながら新任職員の採用を行っていきます。

事業の成果と今後の方向性

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 648 651 650

実績値 648 648

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 1,162 1,160 0

0 0

12



成
果
指
標

目標値 90 90 90

実績値

最終目標

35 39

153 0

現年度
（予算額）

自衛隊法　地方自治法

募集対象者となる市民

自衛官募集に関する広報活動等を通し，志願者の確保を図
ります。

意図
（どのように）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

0 0

0

0

0

目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業

国 庫 支 出 金 24 74

自衛官募集事務費
会計 一般会計

71 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

74

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

財
源
区
分

0 0 0

134 132 122 113

0 0

0

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

受験者 自衛官志願者の受験者数 人 令和３年度

担当部

総務課

将来年度
（予測額）

施 策

政 策

根拠法令

予算 総務管理費
諸費
自衛官募集事務費

項

　受験者数の増加に努めるとともに，関係組織との連携を強化し，自衛官の魅力を伝えられるような啓
発活動を継続して行います。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

回 5

回 0

回 1

市広報紙への掲載回数 市広報紙への自衛官募集記事掲載回数

185 124

事業の成果と今後の方向性

98.75% 98.10% 93.33% 99.46% 86.44% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計

0

0

0

206

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

196 184 153 0158

0 0 0

0

市広報紙への折込回数 自衛官募集案内（種目別）の折り込み回数

イベント等での広報活動 より多くの人（適齢者）に自衛隊について知ってもらう。

款 総務費

08

事業名

　自衛官募集に関する広報活動等を通し，入隊者の確保を図ります。  自衛官募集チラ
シ・啓発品の作成及び配布，自衛官募集ポスターの掲示，自衛隊家族会・自衛官募集相
談員との連携など

　少子化の進行による募集対象人口の減少等により，自衛官募集環境の更なる悪化が見
込まれる中，自衛官の応募状況は引続き厳しい状況となっています。

事業の概要

事業全体としての課題

行財政改革の推進

顧客
（誰を）

予 算 額 計 177160 210 210

13



最終目標

財
源
区
分

0

48,142 0

0

令和元年度

当該選挙の有権者

公職選挙法に基づき，適正な選挙の管理執行を図ります。09

顧客
（誰を）

意図
（どのように）

担当部

総務課

市議会議員選挙
会計 一般会計
款 総務費

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

選挙費
諸選挙費
市議会議員選挙費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

根拠法令

予算

0 0 48,142 0

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

0 0 0 0

0 0

0 0 0 0

0

0

0

事業
公職選挙法　地方自治法

0 0

87.44% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

選挙結果による異議申出件数
公職選挙法に基づき，適正に選挙を管理執行し，結
果として，異議申出がないことを指標として設定等
しました。

件

事業名

　市議会議員任期４年による任期満了に伴う選挙執行  市内52投票所で実施，投票時間
午前７時から午後６時まで，開票時間　午後７時30分，開票場所は市役所本庁舎１階
ホール

　適正な投票開票事務の執行，投票率の向上，開票時間の短縮

事業の概要

事業全体としての課題

その他施 策

政 策

予 算 額 計 55,0560 0

　投票及び開票職員の配置について検討を重ねていきます。効率的な開票，投票用紙読取機等の活用と
合わせて研究していきます。若年層を中心とした投票率の向上を図るため，選挙時啓発活動を行ってい
きます。

見直し年度（目標年度）

令和５年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

回 2投票率のアップ 投票率の向上のため，広報誌等に特集記事を掲載します。

0 0 0

0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

事業の成果と今後の方向性

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 0

実績値 1

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 0 0 0

14



財
源
区
分

施 策

政 策

根拠法令

予算 選挙費
諸選挙費
参議院議員選挙費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業
公職選挙法　地方自治法

顧客
（誰を）

当該選挙の有権者

公職選挙法に基づき，適正な選挙の管理執行を図ります。
意図

（どのように）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 ― 0 ―

将来年度
（予測額）

担当部

総務課

参議院議員選挙
会計 一般会計
款 総務費

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

09

事業名

　参議院議員任期３年による任期満了に伴う選挙執行  市内52投票所で実施，投票時間
午前７時から午後６時まで，開票時間　午後８時，開票場所は市役所本庁舎１階ホール

　適正な投票開票事務の執行，投票率の向上，開票時間の短縮

事業の概要

事業全体としての課題

その他

最終目標

0 0 0

0 0

0 0 0 0

0

0

0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 92.19% 0.00%

0 0 0 0 0

現年度
（予算額）

執行率

一 般 財 源

実 績 額 計

0

0

0

0

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

選挙結果による異議申出件数
公職選挙法に基づき，適正に選挙を管理執行し，結
果として，異議申出がないことを指標として設定等
しました。

件 令和元年度

実績値 ― 0

予 算 額 計 33,046

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

0 0 30,464 00

0 0 0

0 0 0 0 30,464 0

0

事業の成果と今後の方向性

　投票及び開票職員の配置について検討を重ねていきます。効率的な開票，投票用紙読取機等の活用と
合わせて研究していきます。若年層を中心とした投票率の向上を図るため，選挙時啓発活動を行ってい
きます。

見直し年度（目標年度）

令和４年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

回 2投票率のアップ 投票率の向上のため，広報誌等に特集記事を掲載します。
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事業の成果と今後の方向性

0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 3.08% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計

0

0

0

0 0 0 469,860

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

9,900 0

　本事業については令和２年度末に完了する予定であるため，引き続き整備事業を実施します。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

式 0
防災行政無線設備のデジタ
ル化整備工事

関係法令改正に伴い防災行政無線設備をデジタル化します。

防災行政無線整備事業
会計 一般会計
款 消防費

02

事業名

　電波法関係法令の改正により，2022年12月までに八郷地区で運用しているアナログ方
式の防災行政無線をデジタル化することが必要です。そのため，市内全域の基地局設備
等をデジタル方式の無線設備に改修整備します。また，市内全世帯に防災ラジオを貸与
します。

　防災行政無線の整備に要する費用が大きくなるため財源の確保が必要です。また，現
在運用している防災行政無線の運用を続けながら，新しい無線設備の整備を行う必要が
あるため，市民に向けた情報発信を継続つつ，工事を行う必要があります。

事業の概要

事業全体としての課題

防災機能の整備・強化

顧客
（誰を）

予 算 額 計 321,1730

0 9,900 0

0 0

0 0 0 0

0

0

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

防災行政無線設備のデジタル
化

防災行政無線のデジタル化達成地区
（石岡・八郷地区）

地区 令和２年度

担当部

防災対策課

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

財
源
区
分

0 0 0

0 0 0 0 0 0

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

0

施 策

政 策

根拠法令

予算 消防費
災害対策費
防災行政無線整備事業

項
目

04 災害に強く安心して暮らせるまちへ

事業

一般市民，帰宅困難者等

石岡市の防災行政無線規格を統一し，行政情報や非常時の災害情報等を市民に
配信することにより，情報発信の向上及び円滑な災害対応を図ります。

意図
（どのように）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 2 2

実績値

最終目標

0
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事業の成果と今後の方向性

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 1 1 1

実績値 0 0

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 0 0 0

0 0

予 算 額 計 9797 97 97

　市民に対し，国民保護に関する広報活動を継続するとともに，Ｊアラートと防災行政無線等の連動に
よる情報伝達訓練も継続していきます。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

回 0

回 0

国民保護に関する訓練の実
施

防災訓練等に合わせて，テロ等を想定した国民保護訓練を行うも
のです。

石岡市国民保護協議会の開
催

石岡市国民保護計画の見直し，国民保護対策について審議を行い
ます。

97 97

0.00% 0.00% 3.09% 0.00% 3.09% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計 0

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

国民保護対策の充実
非常事態での円滑な対応を図るため，防災関係機関
担当者同士の情報交換等を行います（国民保護協議
会に併せた実務者による会議等）。

回

事業名

政 策

根拠法令

予算

3 0 3 0

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

0 0 0 0

0 0

0 0

国 庫 支 出 金 0 0 0

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

　石岡市国民保護計画の見直し（計画内容の更新），国民保護訓練の実施

　国際情勢や海外でのテロ等，国外からの武力攻撃の可能性を実感する機会が増え，国
民保護に対する関心が高まっている状況です。防災に関する広報と併せて，国民保護に
関する広報活動が必要です。また，有事の際には，的確かつ迅速に措置が講じられるよ
う，普段から訓練等を実施することが重要です。

事業の概要

事業全体としての課題

防災機能の整備・強化
意図

（どのように）
施 策

担当部

防災対策課

国民保護対策経費
会計 一般会計
款 消防費

消防費

令和３年度

一般市民

国民保護に対する理解が図られ，有時の際に迅速かつ安全
に避難できるようにします。

02

0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

顧客
（誰を）

00

0

災害対策費
国民保護対策経費

項
目

04 災害に強く安心して暮らせるまちへ

事業
武力攻撃事態等における国民保護のための措
置に関する法律

0 0

0

0

0

最終目標

財
源
区
分

3

0

0 3
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事業の成果と今後の方向性

84.62% 88.19% 96.78% 97.38% 87.70% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計

0

0

0

9,594

　市内全域で防災行政無線を活用し，市民が必要とする災害情報等を迅速かつ正確に伝達しています。
今後も継続して適正な運用管理を図っていきます。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

式 1
デジタル防災行政無線設備
点検保守

防災行政無線の設備点検保守を定期的に実施し，安定した無線放
送を継続します。

款 消防費

02

事業名

　市民の生命，身体及び財産を災害から守るために，市民が必要とする情報を一斉に瞬
時に伝達できる防災行政無線の管理運用を実施しています。

　八郷地区の既設アナログ防災行政無線の老朽化対策が必要です。さらには，防災行政
無線以外の情報伝達手段の一つとしてメールマガジン等による文字情報も配信していま
すが，登録者数の拡大を目指した取り組みも必要です。

事業の概要

事業全体としての課題

防災機能の整備・強化

顧客
（誰を）

予 算 額 計 10,73310,920 10,879 11,098 13,833 9,635

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

10,741 13,471 9,413 09,240

2,900 0 0

0 0 0

0

0

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

情報伝達手段の多層化 情報伝達手段の数 件 令和３年度

担当部

防災対策課

国 庫 支 出 金 0 0

防災行政無線管理運用経費
会計 一般会計

0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

財
源
区
分

0 0 0

9,240 9,594 10,741 10,571 9,413 0

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

0

0 0

0

施 策

政 策

根拠法令

予算 消防費
災害対策費
防災行政無線管理運用経費

項
目

04 災害に強く安心して暮らせるまちへ

事業

一般市民，帰宅困難者等

災害情報等の迅速な取得により，安全な避難及び円滑な災
害対応を図ります。

意図
（どのように）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 7 7 7

実績値

最終目標

7 7
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防災情報の共有化 広報紙や防災ポータルにより防災情報を提供します。

防災システム等の導入 当市に適した防災システム等の導入・運用を図ります。

事業の成果と今後の方向性

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 1 1 1

実績値 1 1

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 984 0 0

8,557 10,586

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

地域防災計画の見直し 地域防災計画の見直しを行います。 式

　防災備蓄品については，消費期限等を考慮して防災啓発や教育等に有効活用しています。今後も数量
管理を徹底し適正に管理していきます。また，防災用資機材については，いざという時に使用できるよ
う，点検及び維持管理に努めていきます。なお，職員に対しては訓練や研修等を継続的に実施していき
ます。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

式 1

回 17

式 1

防災備蓄品の確保 食料，飲料水等を計画的に備蓄します。

0

0 0

0 0

国 庫 支 出 金 0 2,916

12,687 26,874 23,022

95.66% 90.02% 94.55% 91.72% 89.66% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計 13,502

予 算 額 計 11,97723,789 14,999

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名

　災害時の対策について平常時から理解を深め，非常時に対応できる体制を整えます。
また，国や県の防災計画見直しなどに伴い，市地域防災計画の見直しを行います。

　過去の災害の教訓を踏まえ，かつ，今後起こりうる災害等を想定し，多様な情報伝達
手段を整備し，活用する必要があります。また，防災体制の充実のため，防災備品や備
蓄品の整備が必要です。整備後は，備品の操作方法の研修や備蓄品の定期点検などを実
施する必要があります。さらに，非常時に市民が必要とする業務を継続，又は早期復旧
できる体制づくりが必要です。

事業の概要

事業全体としての課題

防災体制の充実

顧客
（誰を）

意図
（どのように）

施 策

政 策

根拠法令

予算

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

担当部

防災対策課

防災対策経費
会計 一般会計
款 消防費

消防費

令和３年度

一般市民

非常時に，市内全域で自助・共助・公助が効率的に行われ
るような体制づくりを目指します。

03

1,747 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

022,757

0

災害対策費
防災対策経費

項
目

04 災害に強く安心して暮らせるまちへ

事業
災害対策基本法

100 0

0

0

14,200

11,995 19,017 10,739 0

0 2,800 0

最終目標

財
源
区
分

11,995

0

24,648 10,739
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事業の成果と今後の方向性

0.00% 97.43% 77.94% 68.01% 88.16% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計

0

0

0

265

　地域住民が主体となった防災訓練の実施に向け，出前講座等を継続的に行っていきます。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

人 1,019防災訓練参加者 訓練に参加した人数

款 消防費

04

事業名

　災害発生を想定し，行政と地域住民との相互協力体制の構築を図り，併せて市民一人
ひとりが自助・共助・公助に対する理解と意識の高揚を図ります。

　地域防災訓練を実施するにあたり，地区の選定や住民の協力，また，避難場所等の調
整が必要です。地域住民が災害に対応できるように自主的な訓練が必要であり，行政は
その訓練を支援していく体制づくりが必要です。

事業の概要

事業全体としての課題

地域防災力の向上

顧客
（誰を）

予 算 額 計 4,6800 272 272 272 322

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

212 185 4,126 00

0 0 0

0 0 0

0

0

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

訓練参加者数
自主防災組織や区長会など住民が中心となった地域
性のある防災訓練を実施します。

人 令和３年度

担当部

防災対策課

国 庫 支 出 金 0 0

防災訓練経費
会計 一般会計

0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

財
源
区
分

0 0 0

0 265 212 185 4,126 0

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

0

0 0

0

施 策

政 策

根拠法令

予算 消防費
災害対策費
防災訓練経費

項
目

04 災害に強く安心して暮らせるまちへ

事業

一般市民

市民の防災意識の高揚及び行政と地域住民との相互協力体
制の構築を図ります。

意図
（どのように）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 400 1,500 1,500

実績値

最終目標

1,101 1,019
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事業の成果と今後の方向性

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 1 1 1

実績値 0 0

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 0 0 0

78 111

予 算 額 計 287325 325

　地域での防災研修会などに積極的に参加し，自主防災組織の設立促進を図るとともに，県の事業など
を有効に活用して，自主防災組織の活性化を図っていきます。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

組織 0

回 1

自主防災組織の設立促進
新たに自主防災組織の設立を検討している地区代表者等に対する
助言（地元説明会等）や組織設立等に係る補助金を交付します。

自主防災組織の活性化
災害時に地域のリーダー的な存在になる自主防災組織の活性化を
図るため，防災アドバイザー等を活用して研修会等を開催しま
す。

337 287 1,788

24.00% 34.15% 42.14% 50.52% 12.20% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計 111

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

自主防災組織連絡協議会 自主防災組織代表者による協議会 回

事業名

　自主防災組織設立補助金を整備し，地域コミュニティにおける自主防災組織の設立を
促進します。また，防災アドバイザーを活用した研修会を企画したり，茨城県が主催す
る地域防災に関する研修会への参加を促すことで，自主防災組織の活性化を図り，地域
防災力の向上を目指します。

　大規模災害時の被害を最小限にするため，自主防災組織の設立促進と活動活性化を図
る必要があります。

事業の概要

事業全体としての課題

地域防災力の向上

顧客
（誰を）

意図
（どのように）

施 策

政 策

根拠法令

予算

142 145 35 0

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

0 0 0 0

0 0

0 0 0 0

0

0

0

担当部

防災対策課

自主防災組織活性化事業
会計 一般会計
款 消防費

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

消防費
災害対策費
自主防災組織活性化事業

項
目

04 災害に強く安心して暮らせるまちへ

事業
自主防災組織設立補助金交付要綱

令和３年度

一般市民

災害時に，地域ごとに自助・共助による防災活動を円滑に
行えるようにします。

04

最終目標

財
源
区
分

142

0

145 35 078

0
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事業の成果と今後の方向性

　公共事業の品質確保，公平性確保の上で継続していく必要があります。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

件 327

件 113

入札執行及び業者選考依頼
件数

競争入札に付する案件を審査するために，資料等を収集作成し，
業者選考委員会にて審議します。

条件付き一般競争入札の執
行件数

条件付き一般競争入札を公告し，石岡市のホームページにより公
表を行い，参加業者による郵便による入札を執行します。

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 100 100 100

実績値 106 96

予 算 額 計 1,7031,846 1,400 1,799 1,357 1,579

52.33% 86.14% 69.82% 91.89% 70.11% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計

0

0

0

1,206

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

検査事務執行率
検査依頼のあった案件の執行率　年間340件程度　目
標値　検査執行率100%

％ 令和３年度

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

入札参加資格者・市職員

適正な価格で公共工事を実施する。契約内容の履行の確認
を行う。

0 0 0

966 1,206 1,256 1,247 1,194 0

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

0 0 0 0

0 0

0 0 0 0

1,256

0

1,247 1,194 0966

0

担当部

契約検査課

契約検査執行経費
会計 一般会計
款 総務費

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

08

事業名

　条件付一般競争入札を奨励し，従来の指名競争入札からの転換を図り，併せて電子入
札も視野に入れた制度運用を推進します。また，一般競争入札制度の確立を図ることに
より，入札の公正性等が保たれます。

「競争の激化によるダンピング」や「不適格工事」または「談合等不正行為」の抑止に
向けて，審査体制や検査体制等の強化をしなければなりません。

事業の概要

事業全体としての課題

行財政改革の推進

顧客
（誰を）

意図
（どのように）

施 策

政 策

根拠法令

予算 総務管理費
一般管理費
契約検査執行経費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業
地方自治法第234条

最終目標

財
源
区
分
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事業の成果と今後の方向性

　入札参加資格の電子化により，更なる高品質な事務運営を継続していきます。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

者 実績なし
入札参加資格電子申請シス
テム　共同利用申請者数

茨城県や県内各市町村が電子システムを共同で活用することにより，書類審査
の事務負担の軽減が図られ市において超過勤務の削減や収納スペースの減少が
図れます。（２年毎の受付業務であり令和元年は実績なし）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 93 － 93

実績値 94 －

予 算 額 計 475451 897 530 972 917

98.89% 94.98% 99.06% 91.36% 98.11% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計

0

0

0

852

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

１日当たりの受付業者数 1,782件÷19日＝  93件／日 件／日 令和３年度

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

入札参加業者

受付業務の負担の軽減と効率化が図る

0 0 0

446 852 525 888 466 0

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

0 0 0 0

0 0

0 0 0 0

525

0

888 466 0446

0

担当部

契約検査課

入札参加資格電子申請運用経費
会計 一般会計
款 総務費

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

08

事業名

　県の入札参加資格電子申請システムの共同利用により，建設工事及び建設コンサルタ
ント業務に係る入札参加資格の新規登録及び追加登録の共同受付・審査を実施します。
（物品・役務の登録は従来通り市で受付）
電子申請システムに移行することにより，市の大幅な受付業務の負担の軽減と効率化が
図られ，また，入札参加登録業者の負担軽減が見込まれます。

　インターネットによる申請であり，不慣れな操作をするため，入力に不便な点があり
ます。インターネット環境未整備の業者への対応。各市町村に提出する申請書類の統一
化。

事業の概要

事業全体としての課題

行財政改革の推進

顧客
（誰を）

意図
（どのように）

施 策

政 策

根拠法令

予算 総務管理費
一般管理費
入札参加資格電子申請運用経費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業
地方自治法施行令第167条の5第1項及び第167
条の11第2項

最終目標

財
源
区
分
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事業の成果と今後の方向性

　市民サービスに直結する庁内事務継続を可能とする目的から，信頼性のある安全な庁内ネットワーク
の維持を行います。

見直し年度（目標年度）

令和２年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

日 355庁内ネットワーク維持管理 基幹系，内部情報系ネットワーク維持管理

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 27 27 26

実績値 27 27

予 算 額 計 6,9734,345 4,345 3,850 6,069 11,198

95.49% 90.49% 97.38% 98.73% 95.24% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計

0

0

0

3,932

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

信頼性のあるネットワーク環
境の提供

高速かつ信頼性のあるﾈｯﾄﾜｰｸ環境構築・維持管理を
行う。

施設 令和３年度

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

庁舎及び各施設

情報の共有化・効率化を進める上で通信回線は不可欠で
す。

0 0 0

4,149 3,932 3,749 5,992 6,641 0

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

0 0 0 0

0 0

0 0 0 0

3,749

0

5,992 6,641 04,149

0

担当部

情報政策課

市庁舎維持管理経費
会計 一般会計
款 総務費

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

02

事業名

　基幹系システム，財務会計並びにグループウェア・公衆無線LAN・タブレット端末等の
ネットワーク通信回線の整備，運用。

　より安価で高速かつ信頼性のある安全な情報通信回線の対応。

事業の概要

事業全体としての課題

庁舎の整備・行政サービスの充実

顧客
（誰を）

意図
（どのように）

施 策

政 策

根拠法令

予算 総務管理費
財産管理費
市庁舎維持管理経費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業

最終目標

財
源
区
分

24



事業の成果と今後の方向性

基幹系システムの安定運用を行うことにより，継続した住民サービスを可能とすると共に,クラウド化
等新たな技術動向を踏まえながら,より信頼性のある安全で効率的なシステム構築を行なっていきま
す。

見直し年度（目標年度）

令和２年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

業務 44

業務 6

負担金 6

基幹系システム関連業務
Ｃ／Ｓシステム運用管理保守，バッチシステム処理関連，機器借
上等

内部情報系関連業務
グループウェア，財務会計，人事・給与，共通基盤，催事，機器
借上等

共同システム等運営負担金
地方公共団体情報システム機構負担金，茨城県高度情報化推進協議会負担金，いばらきブロードバン
ド運営負担金，市町村共同システム運営負担金，社会保障・税番号制度負担金，いばらき情報セキュ
リティクラウド運営負担金

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 31 31 31

実績値 31 31

予 算 額 計 202,016203,824 184,342 186,727 199,272 196,560

99.80% 99.13% 98.73% 98.91% 99.30% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計

0

0

0

182,733

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

基幹業務のWebシステム化数 コスト削減，事務処理の効率化・高度化 ｼｽﾃﾑ 令和３年度

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

基幹系システム利用部署及び全職員

基幹系，内部情報系システム利用環境の提供及び維持管理

24,406 24,165 0

166,851 157,350 159,334 172,685 174,041 0

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

0 0 0 0

27,456 24,501

0 0 0 0

184,355

24,276

197,091 200,597 0203,423

0

担当部

情報政策課

電算業務経費
会計 一般会計
款 総務費

国 庫 支 出 金 9,116 882 0 2,391 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

745

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

03

事業名

　住民記録及び税／収納，国民健康保険等の住民情報系システム並びにグループウェア，財
務会計等の内部情報系システムの円滑かつ適正な運用を行います。また，県及び県内市町村
のインターネット接続ポイントを集約し，高度な情報セキュリティ対策の実施，インター
ネットの通信の監視，通信ログ分析及び解析等を共同で実施運営するいばらき情報セキュリ
ティクラウド，現在使用している統合型GIS，電子申請届出システム，森林クラウドシステム
の運用を行います。

　コスト削減・住民サービスの向上と業務効率化・災害に強い基盤の構築を目指し，住
民情報系システムの自治体クラウド化を実施すると同時に，さらなる耐障害性を高める
ことが必要となっております。

事業の概要

事業全体としての課題

地域情報化の推進

顧客
（誰を）

意図
（どのように）

施 策

政 策

根拠法令

予算 総務管理費
電算費
電算業務経費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業
石岡市情報管理組織に関する規則，石岡市情
報セキュリティーの関する規程等

最終目標

財
源
区
分

25



事業の成果と今後の方向性

　情報資産等を保護し，信頼性のある安全な業務環境を構築し,継続して質の高い住民サービスを提供
して行くため，継続してセキュリティ対策を実施していくと同時に，テレワーク等の柔軟な働き方への
対応も検討していきます。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

施設 27

式 1

式 1

ネットワーク管理保守委託
業務

ネットワーク監視及びネットワーク保守管理

行政情報系ネットワーク機
器管理

行政情報系ネットワーク機器借上，保守

ＬＧＷＡＮ機器維持管理 ＬＧＷＡＮ機器借上

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 365 366 365

実績値 365 366

予 算 額 計 107,98791,495 87,970 69,326 77,095 121,122

72.94% 97.69% 99.59% 98.58% 99.23% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計

0

0

0

85,938

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

施設間ネットワーク安定稼働
日

施設間ネットワークの安定稼働日 日 令和３年度

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

市民・市へ来訪される方等

住民サービスの提供，市の情報発信，市施設の活用推進，
セキュリティ対策

0 0 0

66,732 75,398 69,041 76,003 107,151 0

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

0 0 0 0

0 0

0 0 0 0

69,041

0

76,003 107,151 066,732

0

担当部

情報政策課

システム導入・推進経費
会計 一般会計
款 総務費

国 庫 支 出 金 0 10,540 0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

03

事業名

　ウィルスや個人情報の漏洩等を未然に防ぎ,信頼性のある安全な業務遂行を可能とする環境を構築する
目的から，シンクライアント方式での職員用端末管理を行います。ICTを活用した，石岡市の歴史や文化
等の観光資源や各種助成制度，防災情報等の行政情報等，市の魅力や住みやすさ等の情報を積極的に市内
外を問わず情報発信するための環境整備を行うと共に，ホームページ，メールマガジンの管理，インター
ネットを活用した市施設WEB予約サービス提供等，電子自治体の構築と適切な運営管理を図ります。

　高速ブロードバンド等，ネットワーク環境の進展に伴う様々な電子行政サービスを推進する一方で，
ウィルス感染や情報漏洩等の危険度は益々高まってきており，近年は，特定の施設を狙った標的型攻撃が
主流になりつつあり,未然に防御することが困難な状況です。これらに対応するための高度なセキュリ
ティ対策が求められていると同時に，セキュリティ対策を担保としたテレワーク等の柔軟な働き方への対
応が求められております。

事業の概要

事業全体としての課題

地域情報化の推進

顧客
（誰を）

意図
（どのように）

施 策

政 策

根拠法令

予算 総務管理費
電算費
システム導入・推進経費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業
石岡市情報管理組織に関する規則，石岡市情
報セキュリティーの関する規程等

最終目標

財
源
区
分

26



事業の成果と今後の方向性

　信頼性が高く，安全な住民基本台帳ネットワークを利用した各種行政サービス提供できるよう適切な
維持管理をしていきます。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

ｼｽﾃﾑ 1
住民基本台帳ネットワーク
整備

住民基本台帳ネットワークの安定稼働を行うための住基サーバ及
び住基ネット用システムの保守管理委託

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度年　　度

成
果
指
標

目標値 100 100 100

実績値 100 100

予 算 額 計 2,9243,714 3,099 3,099 2,949 4,496

98.06% 97.39% 97.81% 99.19% 95.96% 0.00%執行率

一 般 財 源

実 績 額 計

0

0

0

3,018

令和２年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

総務部

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

正常稼働率
窓口サービスの低下を招かぬようシステムの安定か
つ円滑な稼働を維持する。
【算式】１－（障害発生日数／稼働日数）％

％ 令和３年度

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

全市民

住基ネットを利用した各種サービス提供

0 0 0

3,642 3,018 3,031 2,925 2,806 0

現年度
（予算額）

将来年度
（予測額）

0 0 0 0

0 0

0 0 0 0

3,031

0

2,925 2,806 03,642

0

担当部

情報政策課

住民基本台帳ネットワーク整備事業経費
会計 一般会計
款 総務費

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

0

事 業 計 画

平成27年度 平成28年度 平成29年度

03

事業名

　全国の市町村の住民基本台帳をネットワークで結び，氏名，住所などの情報を国や都
道府県を含めた行政機関で共有し，電子政府電子自治体を支えていきます。電子証明書
を取得すると電子申請・届出等ができます。

　住基カードからマイナンバーカードへ機能が移行となりましたが，カードの取得者率
は低く，その普及及び利用促進が課題となっています。また，現在国が進めているマイ
ナンバー制度の動向を踏まえ，今後のマイナンバーカードのあり方について検討が必要
です。

事業の概要

事業全体としての課題

地域情報化の推進

顧客
（誰を）

意図
（どのように）

施 策

政 策

根拠法令

予算 総務管理費
電算費
住民基本台帳ネットワーク整備事業経費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

事業
住民基本台帳法，石岡市住民基本台帳ネットワークシ
ステムセキュリティー組織規程他

最終目標

財
源
区
分

27
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